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「幼保一体化」のあり方
子ども子育て新システム=日本の未来のために

特定非営利活動法人
全国認定こども園協会

第７回 「子ども・子育て新システム検討会議」

平成２２年６月４日

１ 制度改革の方向性に関する協会試案
２ 認定こども園の実践から見えてきた課題
３ 一体化に必要な具体的条件



子ども・子育て機能

「すべての子どもの最善の利益」
「子どもの教育・保育・生活の質の確保」
「０歳から１８歳の一貫した学び」
「子ども環境（家庭・地域社会）機能の再生・回復」

ユニバーサル・サービス
ワンストップ・サービス

認定こども園の
設置主体
（学校法人
社会福祉法人
ＮＰＯ、その他）

行政所管
厚労省・文科省
都道府県
市区町村

関係法令
学校教育法
児童福祉法
学校保健法
消防法
建築基準法
その他

新しい一体的制度としての（仮称）こども園

認定
幼保連携型
幼稚園型
保育所型
地方裁量型

子どもの育ちを柱にした機能保障
０歳から就学までの教育・保育・生活の質の保障

技術的に解決出来る問題

子どもの育ちに直接影響す
る保育現場としての課題
保育内容・方法
施設設備
職員（処遇・配置）
監査・評価

今の０歳児が20年後に成人した時
教育基本法の精神を受け次ぎ
新しい文化の創造めざす日本人

総合的ナショナルミニマムの確立

幼保小中高の学びの連続性

子ども・子育て基金

類型の廃止

特定非営利活動法人
全国認定こども園協会
制度としての方向性

総合機能を発揮する際の壁

認定こども園としての現行制度上の運用の限界

認定こども園
の現状

財政措置・最低基準
ナショナルミニマムとしての最低基準
総合機能に着目した財政措置

全国認定こども園協会は、健やかな子どもの育ちを保障するため、これらの諸問題を解決し、
必要な機能を一体的に再生・回復する新しい仕組みとして、総合機能を持った「こども園」が
必要と考えている。そのために、子ども・子育て施策の充実や子どもを主体とした地域再生
に向けた政策提言を関係諸機関・団体等に提言するものである。

小1プロブレム
子どもの育ちの変化
間違った早期教育
子育て放棄・虐待
地域コミュニティの希薄化

安心こども基金の拡充

（仮称）子ども家庭省
すべての子どもの最善の利益・子ども
の教育・保育・生活の質の確保・子ど
もの育ち・家庭の機能の再生・回復に
関する基準を作り、実行する組織体

平成２５年

平成２２年

地域主権

10年後の日本の制度

０歳

１８歳

子どもたちの育ちの時間

子ども家庭局

現在

平成３５年

平成３０年

１



認定こども園の好事例ライン 子どもの育ちを柱にした機能保障の方向

①保育内容 → 幼保の総合機能を持った保育システムの構築
②施設設備 → 子どもの育ちとしての良質な空間と環境整備
③職員配置 → ０歳児は３対１、１歳児は４対１、２歳児は６対１を基本

３歳児以上は１５対１のヨーロッパ基準の職員配置
④乳幼児の育ち → 施設における愛着形成（０歳児から２歳児のアタッチメント）
⑤保育者の資格 → ケア・教育・子育て支援を遂行できる職員と幼保の資格統合

子育て支援士（仮称）の配置
⑥子育て支援 → 在宅子育て家庭における家庭保育の保障・育児休業等の保障
⑦親育ちの環境整備 → 親支援・親教育→地域の再生→就労と生活
⑧食の観点 → ０歳児から１８歳までの食と生活のあり方

名誉(価値)ある役割を担っているという社会的な評価が必要
⑨監査・評価 → 質の維持・向上を図るための監査・評価

⑩リーダーの責任 → 質を高めるための施設長としてのリーダーの責任
⑪行政の責任 → 最低基準を維持するだけにとどまらず、質の高い

ナショナルミニマムを目指せる行政職としての責任

地域主権

子ども・子育て環境の機能の低下

子どもの育ちの変化
人間発達の道筋を無視した暮らし
家庭や地域社会の変化 間違った規制緩和

間違った早期教育
小1プロブレム
子どもの育ちの変化
子育て放棄・虐待

日本人の機能低下

日本人の機能向上子どもの育ちを柱にした機能保障
０歳から１８歳までの教育・保育・生活の質の保障

質の高い機能と新ナショナルミニマムの確立

子育てを縁とした新たな地域コミューティーの再生

「すべての子どもの最善の利益」
「子どもの教育・保育・生活の質の確保」
「０歳から１８歳の一貫した学び」
「子ども環境（家庭・地域社会）機能の再生・回復」

こども園とは 幼稚園機能 保育所機能 子育て支援
機能を持った地域再生システム、そこで見えてくるもの
は、共に生き共に育つ地域再生のシステムであり失わ
れた時間の再構築の営み

財政・基準 ナショナルミニマムとしての最低措置 総合機能に着目した財政措置

質の確保

子ども子育て機能

ユニバーサル・サービス
ワンストップ・サービス

国の責任・地方の責任

子どもの育ちを保障するために必要な保育環境の整備

未来を支える保育の本質
保育所保育指針と幼稚園教育要領を一体化そして、そしてその本質を厳守する制度

未来を支える教育本質

「基本的信頼感」 「我慢」 「自立」 「自律」 「人と関わる力」 「生きる力（学力）」 「見えないものを見
える力（想像力） 「挑戦する力」

◆すべての子どもへの良
質な成育環境を保障し、
子どもを大切にする社会

◆新しい雇用の創出
と、女性の就労促進
で活力ある社会

◆仕事と家庭の両立支
援で、充実した生活が出
来る社会

◆出産・子育て・就労の
希望がかなう社会

子ども・子育て機能の低下

子ども・子育て新システム

日本文化の伝承

特定非営利活動法人
全国認定こども園協会

内容の方向性
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①保育内容 → 幼保の総合機能を持った保育内容・方法の構築 ⇒ 認定こども園の経験

②施設設備 → 子どもの育ちを保障する良質な空間と環境整備 ⇒ 認定こども園の経験

③職員配置 → ０歳児は３対１、１歳児は４対１、２歳児は６対１を基本
３歳児以上は １５対１の世界基準の職員配置 ⇒ ヨーロッパ基準

④ ０～２歳児の育ち → 施設における愛着形成（アタッチメント） ⇒ 科学的研究

⑤保育者の資格 → 養護・教育・子育て支援を遂行できる保育者 ⇒ 幼保の資格・免許統合
子育て支援士（仮称）の配置

⑥子育て支援 → 在宅子育て家庭における家庭養育の保障＋ＷＬＢの確立

⑦親育ちの環境整備 → 親支援・親教育＋地域の再生＋ＷＬＢの確立

⑧食育の観点 → ０歳児から１８歳までの食と生活のあり方 ⇒ 食育推進行動計画の見直し

名誉(価値)ある役割を担っているという社会的な評価が必要

⑨監査・評価 → 質の維持・向上を図るための監査・評価 ⇒ 新たな評価システムの構築

⑩リーダーの責任 → 質を高めるための園長のリーダーシップの確立 ⇒ 園長資格の検討

⑪行政の責任 → 最低基準の維持にとどまらず、質の高いナショナルミニマムの確立
市町村行政の責務と業務遂行能力の向上

質の高い総合的な機能と
新しいナショナルミニマムの確立

子どもの育ちを柱にした機能保障、０歳から１８歳までの教育・保育・生活の質の保障

相対的貧困率14.2% 7人に１人
貧困化する子ども環境と幼児教育の可能性

(仮称)こども園に期待される役割と責務
・大規模単機能 ⇒ 小規模多機能＆機能の総合化
・子ども環境（家庭、地域社会）の機能の再生

ユニバーサル・サービス
ワンストップ・サービス

◆すべての子どもの良質な成育環境を保障し、子どもを大切にする社会
◆出産・子育て・就労の希望がかなう社会
◆仕事と家庭の両立支援で、充実した生活が出来る社会
◆新しい雇用の創出と女性の就労促進で活力ある社会

・新しいナショナルミニマムとしての
最低基準

・総合機能に着目した財政措置

子どもの育ちを保障す
るために必要な保育環
境の整備・一体化に必
要な具体的条件

３

教育・保育・子育て支援
の理念の整理・総合化
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